
 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国民健康保険の加入・脱退手続きについて 
会社を退職した方は、これまで職場で加入していた健康保険の任意継続制度を利用するか、住民登録している

市町村で国民健康保険の加入手続きをしなければなりません。また、国民健康保険に加入している方が、職場の

健康保険に加入した場合や、扶養になった場合には国民健康保険の脱退手続きをしなければなりません。 
 

加入手続きに必要なもの 

●健康保険資格喪失証明書（健康保険脱退証明書）●本人確認できるもの（運転免許証・パスポート・マイナンバ

ーカードなど）●マイナンバーカードまたは通知カード 

脱退手続きに必要なもの 

●他の健康保険に切り替わった方全員の資格確認書等※（コピー可）もしくは加入証明書●国民健康保険の資格確

認書等●マイナンバーカードまたは通知カード 
※資格確認書または資格情報のお知らせ 

  

１４日以内 に手続きを 

子ども・子育て支援納付金分の新設と 

国民健康保険税の軽減措置・課税限度額について 
●令和８年度から新たに子ども・子育て支援納付金分が課税されます 
 少子化・人口減少の進行が加速していることから、国は令和５年１２月に「こども・子育て支援加速化プラン」を

策定し、子育て支援の拡充を実施するためその安定財源として、子ども・子育て支援金制度が創設されました。こど

もや子育て世帯を社会全体で支える制度で、国民健康保険や後期高齢者医療制度、被用者保険など、全ての医療保険

で賦課、徴収されます。 

【新 設】令和８年度 所得割率 均等割額※ 18 歳以上均等割額※ 平等割額 

子ども・子育て支援納付金分 ０．２９％ １，0００円 １００円 １，０００円 

※18 歳未満の方については、子ども・子育て支援納付金分の均等割額は全額軽減され、当該軽減に要する費用は 18 歳以上 

被保険者に対して 18 歳以上被保険者均等割額が賦課されます 
●令和８年度から軽減措置が拡大 
 国民健康保険税は世帯の所得に応じて２割・５割・７割の軽減措置があります。 

 令和８年度以降、２割・５割の軽減措置の対象となる世帯の所得が引き上がります（７割軽減は変更なし）。 

軽減割合 令和７年度（改定前） 令和８年度（改定後） 

7 割 
世帯の合計所得が４３万円 

＋（給与所得者等の数-1）×１０万円以下 
変更なし 

５割 

世帯の合計所得が４３万円＋（３０．５万円×

加入者・特定同一世帯所属者の人数）＋（給与

所得者等の数-1）×１０万円以下 

世帯の合計所得が４３万円＋（３１万円×加入

者・特定同一世帯所属者の人数）＋（給与所得

者等の数-1）×１０万円以下 

２割 

世帯の合計所得が４３万円＋（５６万円×加入

者・特定同一世帯所属者の人数）＋（給与所得

者等の数-1）×１０万円以下 

世帯の合計所得が４３万円＋（５７万円×加入

者・特定同一世帯所属者の人数）＋（給与所得

者等の数-1）×１０万円以下 

※特定同一世帯所属者：国民健康保険から後期高齢者医療制度に移行した後、継続して同一世帯に属する方 

※給与所得者等：給与等の収入金額が 65 万円を超える方 

        公的年金の収入額が 60 万円（65 歳未満）、125 万円（65 歳以上）を超える方 

●令和８年度から課税限度額が引き上げ 
 課税限度額とは、国民健康保険税が課税される最高額です。 

区 分 令和７年度（改定前） 令和８年度（改定後） 

医療保険分 ６５万円 ６６万円 

後期高齢者支援金分 ２４万円 ２６万円 

介護保険分 １７万円 １７万円 

子ども・子育て支援納付金分 - ３万円【新設】 

合  計 １０６万円 １１２万円 
※介護保険分は 40 歳以上 65 歳未満の方に課税されます 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所得の申告はお済みですか？ 
国民健康保険は所得に応じて、国民健康保険税の所得割の計算や軽減の判定、高額療養費の自己負担限度額の判

定などを行います。これらを正しく判定するため、国保加入者（世帯主、加入世帯員）は、毎年所得の申告が必要

です（所得が全くない方、所得税や住民税がかからない方、遺族年金・障害年金だけの方も毎年申告していただく

必要があります）。 

申告をしなかった場合、「収入が無いにも関わらず税の軽減が適用されない」、「病院を受診したときの自己負担限

度額が高くなる」などの不利益が生じます。 

申告の必要がない方 

① 所得税の確定申告や市道民税（住民税）の申告をした方 

② 給与収入のみの方 

③ 公的年金（遺族年金・障害年金を除く）収入のみの方 

  申告の必要な方（上記以外の方） 

① 収入（所得）のない方  ② 障害年金や遺族年金など非課税収入のみの方 

  申告期限 

・令和８年４月３０日まで（５月以降も随時受付します）不明な点があれば国民健康保険課へお問い合わせください。 

申告 

窓口 

令和８年 1 月 1 日以降石狩市へ転入さ

れ、前住所地で申告していない方 
国民健康保険課  ℡：0133-72-3123 

所得税の申告が不要な方 税務課市民税担当 ℡：0133-72-3119 

上記以外の方 札幌北税務署     ℡：011-707-5111(代表) 

 

国民健康保険税の減免・医療費自己負担額の減免等について 
■国民健康保険税の減免について 

国保加入者が次のいずれかの要件に該当する場合、申請により国保税の一部が減免になる場合があります。 
① 生活保護が開始された場合   

② 災害によりその資産に甚大な被害を受けた場合 

③ 失職、休廃業、負傷、疾病などの理由により世帯の合計所得が皆無、もしくは著しく減少したことにより生活が

困窮した場合    

④ 収監者となった場合 

⑤ 被用者保険に加入していた方が、後期高齢者医療制度へ移行したことにより、65歳以上で扶養になってい

た方（旧被扶養者）が国民健康保険に加入した場合 

■産前産後期間の国民健康保険税の免除について（届出が必要） 

 出産する国保加入者にかかる国保税の所得割額と均等割額のうち、産前産後期間相当分を免除します。 

■医療費の自己負担額減免・徴収猶予について 

国保加入世帯が次のいずれかの要件に該当し生活が困窮した場合、入院時に医療機関へ支払う一部負担金の減

免又は徴収猶予を受けることができる場合があります（世帯主からの申請により審査を行います）。 
① 天災その他による農作物の不作等の理由により収入が著しく減少したとき 

② 天災、火災その他により資産に重大な損害を受けたとき 

③ 事業の休廃止、失業等により収入が著しく減少したとき 

令和８年度 国民健康保険税納税通知書は、６月中旬に世帯主宛て送付します。 

医療費のお知らせ【医療費通知】について 
医療費通知は、医療機関等の受診状況や医療費の金額を確認し、健康に対する認識を深めていただくことを目的と

して、世帯主宛てにお送りしています。医療費通知は、確定申告の医療費控除の添付資料としても使用できます。 

令和８年度の発行時期  年２回  １回目：1月～10月受診分 … 令和９年 1月上旬 

                 ２回目：11月～12月受診分 … 令和９年 3月上旬 
なお、受診状況の把握に時間がかかるため、例年 11 月～12 月の受診については翌年 3 月上旬にならないとお知

らせできません。確定申告の期限には間に合うよう送付しますが、その前に医療費控除の手続きや準備をされる場合

は、お手数ですが領収書の内容を医療費控除の明細書に記載して、ご対応お願いします。 

また、再発行はできませんので、紛失にご注意ください。 

病院受診について 
現在マイナ保険証（マイナンバーカードの保険証利用）を基本とする仕組みとしており、昨年度の更新時には下記

のとおり交付しておりますのでご確認ください。※今年度の更新も同様 

【マイナ保険証をお持ちでない方】 

「資格確認書」を交付しておりますので、こちらで受診してください。 

【マイナ保険証をお持ちの方】 

「資格情報のお知らせ」を交付しておりますので、マイナ保険証と併せてお持ちのうえ、受診してください。 


